
「みどりの食料システム戦略」の推進

令和７年２月

東北農政局

↑みっちゃんの
詳しくはこちら



みどりの食料システム戦略の推進
○ 我が国では、環境負荷の少ない持続可能な食料システムの構築を進めるため、「みどりの食料システム戦略」を令和3年に策定。
○ 戦略の実現に向けて、「みどりの食料システム法」を令和4年に制定し、着実に取り進める枠組みを構築。
○ 国の基本方針を踏まえ、令和4年度中には、東北６県をはじめ、全都道府県が市町村と共同して「基本計画」を作成し、5年度から
都道府県による農業者の計画認定（みどり認定）が本格的にスタート。

○ 我が国では、環境負荷の少ない持続可能な食料システムの構築を進めるため、「みどりの食料システム戦略」を令和3年に策定。
○ 戦略の実現に向けて、「みどりの食料システム法」を令和4年に制定し、着実に取り進める枠組みを構築。
○ 国の基本方針を踏まえ、令和4年度中には、東北６県をはじめ、全都道府県が市町村と共同して「基本計画」を作成し、5年度から
都道府県による農業者の計画認定（みどり認定）が本格的にスタート。

みどりの食料システム戦略策定（令和3年5月）

みどりの食料システム法 施行（令和4年7月）

国の基本方針 公表（令和4年9月）

【地方自治体の基本計画】

・ 全都道府県が、令和4年度末までに作成・公表。
（東北6県も令和5年2～3月に作成・公表）

・ うち、24道県53区域で特定区域（モデル地区）を
設定。東北では、2県5町6区域で設定。

【宮城県】 山元町（ICTスマート施設園芸）
美里町（有機農業の団地化 等）
涌谷町（有機農業の産地形成）

【山形県】 西川町（木質バイオマス発電活用）
川西町（有機農業の団地化）

・ 都道府県は、環境負荷低減に取り組む農業者の計画を
認定（みどり認定）。認定された農業者へは、税制、融
資、補助事業（優先採択）等により支援。

【地方自治体の基本計画】

・ 全都道府県が、令和4年度末までに作成・公表。
（東北6県も令和5年2～3月に作成・公表）

・ うち、24道県53区域で特定区域（モデル地区）を
設定。東北では、2県5町6区域で設定。

【宮城県】 山元町（ICTスマート施設園芸）
美里町（有機農業の団地化 等）
涌谷町（有機農業の産地形成）

【山形県】 西川町（木質バイオマス発電活用）
川西町（有機農業の団地化）

・ 都道府県は、環境負荷低減に取り組む農業者の計画を
認定（みどり認定）。認定された農業者へは、税制、融
資、補助事業（優先採択）等により支援。

みどり戦略推進交付金等による取組支援（令和4年～)

東北各県の「基本計画」での主な目標

【青森県】【青森県】
・低成分肥料活用数量

2,223t(R2) →2,400t(R8)
・特別栽培農産物の取組面積

450ha(R2) →700ha(R8)
・有機農業の取組面積

533ha(R2) →900ha(R8)

【岩手県】
・みどりの食料システム法に基づく

認定農林漁業者数
0人・組織(R3) →3,200人・組織(R8)

・有機農業に取り組む農家数
79戸・組織(R3) →100戸・組織(R8)

・国際水準GAP取組産地割合
0％(R3) →40％(R8)

【秋田県】
・有機JAS認証ほ場面積

419ha(R2) →500ha(R7)
・特別栽培米の作付面積

3,148ha(R3) →6,471ha(R7)
・長期中干しの取組面積

2,783ha(R3) →2,891ha(R7)
・施設園芸におけるヒートポンプの導入数

64経営体(R3) →80経営体(R7)

【宮城県】
・有機JAS取組面積

332ha(R元) →500ha(R12)
・農業者の家畜排せつ物利用量

83.7万t(H30) →109.3万t(R12)
・農林水産業における温室効果ガス排出量
110.1万t(R元) →105.5万t(R12)

【山形県】
・特別栽培農産物認証面積

14,836ha(R元) →16,836ha(R6)
・有機農業の取組面積

609ha(R元) →1,050ha(R6)
・有機認証取得農家数

117戸(R元) →200戸(R6)
・国際水準GAP認証件数

36件(R元) →50件(R6)

【福島県】
・有機農業等の取組面積

2,957ha(R2) →6,000ha以上(R12)
・家畜排せつ物利用量

960千t/年(R2) 
→1,277千t/年以上(R12)

・木質燃料使用量
631千t(R元) →900千t以上(R12)

※CO2換算

東北農政局HP「みどりの食料システム戦略
(基本計画)」のサイト

https://www.maff.go.jp/tohoku/kihon/
m_index.html 1



より持続的な農法への転換に向けた取組の推進（みどり戦略の実践拡大）
○ みどり戦略の実現に向けて、農林水産物の生産、流通、消費に至るまでの環境負荷低減と持続的な発展に向けた地域ぐるみのモ
デル地区を創出するため、現場の実践的な取組に対して、「みどりの食料システム戦略推進交付金」等により政策支援。

○ 東北では、「有機農業産地づくり」や「グリーンな栽培体系への転換サポート」など、令和4年度で44件、5年度で51件、6年度には69
件の地域等で事業が実施され、そのうち有機農業の事業では、15市町村で「オーガニックビレッジ宣言」がなされている。

○ みどり戦略の実現に向けて、農林水産物の生産、流通、消費に至るまでの環境負荷低減と持続的な発展に向けた地域ぐるみのモ
デル地区を創出するため、現場の実践的な取組に対して、「みどりの食料システム戦略推進交付金」等により政策支援。

○ 東北では、「有機農業産地づくり」や「グリーンな栽培体系への転換サポート」など、令和4年度で44件、5年度で51件、6年度には69
件の地域等で事業が実施され、そのうち有機農業の事業では、15市町村で「オーガニックビレッジ宣言」がなされている。

みどりの食料システム戦略推進交付金
（主な事業メニュー）

【環境負荷低減活動定着サポート】
みどり認定農業者による環境負荷低減の取組の拡大・定着に向けた「みどりトータ

ルサポートチーム」の体制整備、サポート活動への支援

【有機農業拠点創出・拡大加速化事業】（旧：有機農業産地づくり）

地域ぐるみで、生産から消費まで一貫して有機農業を推進する取組の試行や体
制づくり、産地と消費地が連携した消費拡大の取組等を支援し、「有機農業の推進
拠点となる地域（オーガニックビレッジ）」を創出

【有機転換推進事業】
新たに有機農業を開始、慣行栽培から有機農業へ転換する農業者に対して支援

【グリーンな栽培体系加速化事業】（旧：グリーンな栽培体系への転換サポート）
産地に適した「環境にやさしい栽培技術」と「省力化に資する先端技術等」を取り

入れた「グリーンな栽培体系」への転換を加速化するため、産地に適した技術を検証
し、定着を図る取組を支援

【バイオマスの地産地消】
地域のバイオマスを活用したエネルギー地産地消の実現に向けたバイオマスプラント

等の調査、設計、施設整備や、バイオ液肥の散布実証・散布車導入などを支援

【地域循環型エネルギーシステム構築】
地域の再生エネルギー資源を活用した地域循環型エネルギーシステム構築の取組

（営農型太陽光発電の導入実証、次世代型太陽電池等の導入実証、発電未利
用資源のエネルギー利用促進の調査など）を支援

五戸町

黒石市

二本松市

大潟村

鶴岡市

川西町

米沢市

〔令和5年3月〕

〔令和5年3月〕

〔令和5年4月〕

〔令和5年2月〕

〔令和5年3月〕

〔令和5年4月〕

〔令和5年3月〕

R6補正：32.8億円
R7当初： 3.6億円

新庄市
〔令和6年4月〕

農林水産省HP「オーガニックビレッジ」のサイト
https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/yuuki/organic_village.html

〔参考：令和７年12月27日時点で、全国で計131市町村〕

【 】内は、宣言済み市町村以外で、現在
「有機農業産地づくり推進事業」に取り組ま
れている市町村。

【山形県：山形市】

「オーガニックビレッジ宣言」を行った東北の市町村

〔令和6年1月〕

一関市

高畠町
〔令和5年11月〕

〔令和6年11月〕
花巻市

喜多方市
〔令和6年5月〕

【宮城県：大崎市、加美町】

酒田市
〔令和6年4月〕

〔令和6年12月〕
登米市

栗原市
〔令和7年2月〕
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秋田県（４件）

山形県（1５件）

福島県（１１件）

取組例の概要地区品目・区分

学校給食への有機農産物活用、除草機械の改修・開
発に向けた現地調査の実施等★大潟村有機産地

づくり

病害虫発生状況に応じた適期防除やプラスチック被覆
肥料の使用量低減、スマート農機の活用による省力化
を組み合わせた栽培体系の検証

☆秋田市ねぎ

取組例の概要地区品目・区分

有機栽培体系の実証、講習会開催、加工品試
作や販路マッチングの推進、有機農産物の学校
給食利用促進等

★川西町★鶴岡市
★新庄市★米沢市
☆山形市☆酒田市
☆高畠町

有機産地
づくり

バイオスティミュラント資材による化学肥料の使用
低減、環境モニタリングセンサー導入による作業
の省力化

☆西村山地域
おうとう もも
りんご なす
水稲

みどりの食料システム戦略推進交付金を活用した地域の取組

○ 農林水産省では、「みどりの食料システム戦略推進交付金※」を措置し、資材・エネルギーの調達から、農林水産物の生産、加工・
流通、消費に至るまでの環境負荷低減と持続的発展に向けた地域ぐるみのモデル地区の創出を支援

○ 東北管内では、令和６年度は69（前年度は51）の地域等で交付金を活用した取組が始まっているところ。 （※補正予算を含む）

東北管内の取組例・件数（令和６年度） 東北管内の交付金メニュー別の取組割合（n=69）

岩手県（２３件）

グリーンな栽培体系への転換サ
ポート
51%

有機農業産地づくり推進 26%

推進体制整備
7%

有機転換推進事業
9%

地域循環型エネルギーシステム構築
4%

バイオマス地産地消対策
2%

環境負荷低減の取組を支える基盤
強化対策（ハード）

1%

★はR４年度、☆はR5年度からの
継続地区になります。

取組例の概要地区品目・区分
水稲及びにんじんの有機栽培技術実証やマニュアル策定、有機
農産物の販売価格及び消費量動向調査の実施、有機農産物
の学校給食利用及び配送負担と適正価格の検証等

★黒石市有機産地
づくり

そばで新たに有機農業に取り組む農家へ支援黒石市有機転換

取組例の概要地区品目・区分
先進地視察、国内外での農産物展示商談の実施、多言語対応のWEBサイ
ト及びパンフレットの作成、学校給食への有機農産物提供等大崎市有機産地

づくり

メタン発酵残渣を利用したバイオ液肥の肥効分析、栽培実証、肥効メカニズム
の解明及び普及啓発活動の実施

★仙台市
☆名取市
東松島市

バイオマス地産
地消

有機汚泥及び脱脂米糠の堆肥化、脱脂米糠のペレット化の事業化に向けた
施設整備栗原市基盤強化対策

宮城県（１３件）

取組例の概要地区品目・区分
地域内の有機質資源を活用した有機栽培実証、学校給食へ
の有機農産物導入の拡大、田んぼの学校の開催等☆一関市有機産地

づくり
防虫ネットの設置及び天敵製剤の利用による化学農薬散布回
数の削減

☆陸前高田
市

ミニトマト
いちご

ペレット堆肥を配合した指定混合肥料による化学肥料の低減
及び施肥体系の省力化（土づくりと施肥の一体化）県内ピーマン

青森県（３件）

取組例の概要地区品目・区分
有機米の学校給食への提供、見える化及び土壌医検定の取得
支援、オーガニックマルシェの実施や県外イベントへの出店による消
費者理解の増進等

☆喜多方市有機産地
づくり

有機質堆肥の施用による化学肥料の使用低減、ドローンによる
施肥、除草剤散布、病害虫防除及び代かき同時直播による作
業の省力化、イベントでのPRブース設置による消費者への情報発
信等

湯川村
喜多方市水稲

営農型太陽光発電所の最適設置プランの検討及び検証等により
最適化された営農型太陽光発電設備等の導入福島市地域エネ

【令和６年９月１０日時点】
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みどりの食料システム戦略推進総合対策
（R6補正 みどりの食料システム戦略緊急対策事業）

＜対策のポイント＞
環境と調和のとれた食料システムの確立に向け、調達から生産、加工・流通、消費に至るまでの環境負荷低減と持続的発展に向けたモデル的取組の横展開や有機農業の取組

拡大、地域資源の循環利用を図るとともに、環境負荷低減の取組の「見える化」等関係者の行動変容と相互連携を促す環境づくりの推進、環境負荷低減の取組強化に向けた新
たな制度設計に必要な調査を支援します。
＜政策目標＞

化学農薬（リスク換算）・化学肥料の使用量の低減等みどりの食料システム戦略に掲げたKPIの達成［令和12年］

＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞＜ 事 業 の 内 容 ＞
１．みどりの食料システム戦略推進交付金 361（381）百万円 【令和6年度補正予算額】3,281百万円

地域の特色を生かしたモデル的取組の横展開を図るため、以下の取組を支援します。
① 環境負荷低減活動定着サポート：みどり認定農業者による環境負荷低減の取組の拡大・定着に向けたサポート

チームの体制整備
② グリーンな栽培体系加速化事業：技術の速やかな普及に向け複数の産地で実施する環境にやさしい栽培技術の

検証等を通じたグリーンな栽培体系への転換の加速化
③ 有機農業拠点創出・拡大加速化事業：有機農産物の学校給食での利用や産地と消費地の連携等による生産か

ら消費まで一貫した有機農業推進拠点（オーガニックビレッジ）づくり及び有機農業を広域で指導できる環境整備
④ 有機転換推進事業：慣行農業から有機農業への転換促進
⑤ ＳＤＧｓ対応型施設園芸確立：環境負荷低減と収益性向上を両立した施設園芸重点支援モデルの確立
⑥ みどりの事業活動を支える体制整備：みどり法の特定認定等を受けた生産者やその取組を支える事業者が行う

機械・施設導入
⑦ 農林漁業を核とした循環経済先導地域づくり：地域の資源・再生可能エネルギーを地域の農林漁業において

循環利用する包括的な計画（農林漁業循環経済先導計画）の策定やその計画に基づき行う施設整備
⑧ バイオマスの地産地消：地域のバイオマスを活用したバイオマスプラント等の導入、バイオ液肥の利用促進
⑨ 地域循環型エネルギーシステム構築：資源作物や未利用資源のエネルギー利用を促進する取組及び次世代型

太陽電池（ペロブスカイト）のモデル的取組 等
２．関係者の行動変容と相互連携を促す環境づくり 252（270）百万円

食料システム関係者の行動変容と相互連携を促す環境整備を支援・実施します。
① 食料システム全体での環境負荷低減に向けた行動変容促進：環境負荷低減の取組の「見える化」の推進、

J-クレジットの創出拡大、二国間クレジット活用に向けた環境整備、地域気候変動適応策の調査
② 有機農業推進総合対策事業：有機農業への新規参入促進や有機加工食品原料の国産化、国産有機農産物

の需要拡大
③ 地域資源活用展開支援事業：再生可能エネルギー導入に向け、現場のニーズに応じた専門家の派遣 等

3．環境負荷低減の取組強化のための新たな制度設計等 【令和６年度補正予算額】547百万円
① クロスコンプライアンスの本格実施に向けた緊急検証事業：環境負荷低減のクロスコンプライアンスの円滑な導入に

向けた検証及びマニュアル作成の実施
② グリーン化に向けた新たな環境直接支払交付金の設計のための緊急調査事業：新たな環境直接支払交付金の

設計に必要な調査の実施
③ 農業生産におけるプラスチック排出抑制対策事業：農業分野のプラスチック排出抑制に向けた計画策定、

プラスチック代替資材への切替え検討

＜事業の流れ＞
１の
事業

２、３
の事業民間団体等

都道府県 市町村等
定額、1/2以内 定額、1/2以内

定額、1/2以内、委託国

【令和７年度予算概算決定額 612（650）百万円】
（令和６年度補正予算額 3,828 百万円）

脱炭素化

減農薬・減化学肥料
（センシング技術の活用）

有機農業の団地化

堆肥の利用促進・土づくり

【行動変容と相互連携を促す環境づくり】
環境負荷低減の取組の「見える化」、J-クレジット等の推進 等

【環境負荷低減の取組強化】
クロスコンプライアンス、新たな環境直接支払交付金の制度設計

農業由来廃プラスチックの排出抑制

栽培体系の転換

農林漁業者

都道府県
市町村

流通・小売 大学・研究機関

農機・資材メーカー
サービス事業体

地銀

食品
事業者

シンクタンク
・コンサルタント

みどりの食料システム戦略推進交付金
モデル的取組の横展開

農山漁村の循環経済の確立

販路開拓

家畜排せつ物を
活用した堆肥

資源の循環利用

バイオ液肥

環境負荷低減型
農業ハウス

供給

（電気・熱・ガス）
バイオマスプラント

有機農業の拡大

不良← 生育状況 →良

［お問い合わせ先］ 大臣官房みどりの食料システム戦略グループ（03-6744-7186）4



みどりの食料システム法に基づく生産者の認定
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○ 令和５年度から各都道府県による農林漁業者の計画認定（みどり認定）が本格的に開始され、令和６年中に全47都道府
県において申請が可能となり、 46道府県で19,000以上の経営体が認定（令和６年11月末時点）されている。

○ 税制・融資の特例や補助事業の優先採択等を活用しながら、JAなどグループでの取組も広がっている。
○ 引き続き、税制特例などのメリット措置の丁寧な周知や各地の認定事例などの積極的発信により、さらなる認定拡大を図っていく。

中嶋一貴氏（北海道）

木下良一氏（岡山県）

角田市ふるさと安心米生産組合協議会（宮城県）

農事組合法人

鮎原塔下集落営農組合 （兵庫県）

(株)カントウ（群馬県）

324経営体（グループ認定）の部
会全体で、化学肥料・化学農薬の
5割低減のための栽培マニュアル
を作成し環境負荷低減に取り組む。
消費者へのPR効果を期待し、認定
を取得。

65万羽規模の育雛養鶏場において、
家畜のふん尿の強制発酵や、アミ
ノ酸バランス飼料を活用し、温室
効果ガスの排出削減に取り組む。

マンゴーファーム宮古島（沖縄県）

JA松任スマート農業研究会（石川県）

(有)大塚園（宮崎県）

スイートピーの施設設培にお
いて、環境制御装置やヒート
ポンプを活用した温室効果ガ
スの排出削減に取り組む。消
費者や地域の生産者へのPRの
ため認定を取得。

あいはらとうげ

乳用牛・肉用牛において、飼料作物（デントコー
ン）の栽培で肥料の局所施肥及び抵抗性品種の導
入を行い、化学肥料・化学農薬の使用低減に取り
組む。

たまねぎの栽培において、
鶏ふん堆肥の散布や排水対
策を徹底し、化学肥料・化
学農薬の使用低減に取り組
む。みどり戦略に共感し、
認定を取得。

マンゴーの栽培において、
有機質資材、被覆資材、生
物農薬を活用した化学肥
料・化学農薬の使用低減に
取り組む。消費者への訴求
に繋げるために認定を取得。

茶の栽培において消費者の
ニーズに応えるため、有機肥
料、少量散布防除機による
IPM技術の導入等により化学
肥料・化学農薬の使用低減に
取り組み、現在95％のほ場
で有機JASを取得。

13経営体（グループ認定）で、
大麦の生産において有機質資
材の活用、機械除草等による
化学肥料・化学農薬の使用低
減に取り組む。グリーンな栽
培体系への転換サポートのポ
イント加算を活用し自動操舵
システム等を導入。

水稲やほうれんそうの
栽培において、発酵鶏
ふんの基肥散布やマル
チ栽培などにより、化
学肥料・化学農薬の使
用低減に取り組む。

鷲野薫氏（三重県）

まっとう

かくだし

わしの かおる

きのした りょういち

なかじま かずき



みどりの食料システム法に基づく生産者※の認定状況（全国及び都道府県別）（令和７年１月末）
〇 全国の認定状況

〇 都道府県別の認定状況

※みどりの食料システム法に基づき、環境負荷低減事業活動実施計画又は特定環境負荷低減事業
活動実施計画を作成し、都道府県知事の認定を受けた者。

認定者数（経営体数）都道府県数

20,78546全国の認定者数
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みどりの食料システム法に基づく「みどり認定」の事例（東北）
○ 各県での「基本計画」策定を踏まえ、令和5年度より、みどりの食料システム法に基づく農業者の計画認定「みどり認定」がスタート。
○ 環境にやさしい栽培の㏚や支援施策の活用を念頭に「みどり認定」を取得。最近では、生産部会等のグループ認定も出ています。
○ 各県での「基本計画」策定を踏まえ、令和5年度より、みどりの食料システム法に基づく農業者の計画認定「みどり認定」がスタート。
○ 環境にやさしい栽培の㏚や支援施策の活用を念頭に「みどり認定」を取得。最近では、生産部会等のグループ認定も出ています。

各県の「みどり認定」取得の担い手農業者の方々

㈱アグリーンハート （青森県黒石市）

➀有機栽培：水稲、大豆、アスパラ

特別栽培：水稲

②稲わらすき込みや未利用資源堆肥の活用による土づくりに取り組むほか、有機質肥
料主体の施肥により化学肥料の使用量を削減しています。また、ドローンによるピン
ポイント除草剤散布やアイガモロボの活用により化学農薬の使用量を削減しています。

③補助事業のポイント加算があることを知り、認定を受けました！

㈱エーデルワイン及び同社に出荷している生産者
（岩手県花巻市）

➀醸造用ブドウ

②土壌診断の結果を踏まえながら牛ふん堆肥の活用により化学肥料の使用量を低減
するほか、被覆栽培や機械除草により化学農薬の使用量を抑えています。

③環境にやさしい栽培方法で生産されたブドウを使ったワインに対する消費者ニー
ズが高まっています。今後もニーズに合った商品を提供していくため、エコファー
マー制度に代わるものとして認定を受けました！

㈱宮城白鳥農場
（宮城県栗原市）

➀水稲、大豆

②中干し期間を延長することで、水田からのメタンガスの発生を抑えています。

③農業は豊かな自然環境あっての産業のため、環境に配慮した生産を続けたくて認定
を受けました！

農事組合法人 魁
（山形県尾花沢市）

➀そば

②牛ふん堆肥の活用や機械除草によって、化学肥料の使用量の低減、化学農
薬の不使用栽培に取り組んでいます。

③集落営農活性化プロジェクト促進事業におけるみどり認定のポイント加算を
活用するため認定を受けました！

合同会社 穐（秋田県北秋田市）

➀水稲、大豆、そば

②稲わらのすき込みにより土づくりを進めます。また、鶏ふん灰を活用して化学
肥料の使用量を抑えるほか、化学農薬の使用量を慣行より２割削減します。

③税制特例を活用して可変施肥田植機を導入するため認定を受けました！

今野 拓也氏 （福島県福島市）

➀パプリカほか

②施設栽培で、ヒートポンプとボイラーを組み合わせたハイブリット方式の加温
により、化石燃料の使用量を削減し、省エネに取り組みます。

③持続可能な農業と先進技術を活用する農業の両立を目指しています。みどり
認定のメリットである融資制度を活用することで長期的に経営の安定が見通
せると思い、認定を受けました！

さきがけ

こんの たくや

あき

しらとり

➀品目 ②環境にやさしい取組 ③認定を受けたきっかけ
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農林漁業者・食品産業事業者等による
実施が想定される主な方法論

Jークレジット制度の仕組み

農業分野の
方法論

農林水産分野におけるカーボン・クレジットの推進
○温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして国が認証し、民間資金を呼び込む取引を可能とするＪー

クレジット制度は、農林漁業者等が削減・吸収の取組により生じるクレジットを売却することで収入を得ることが
できることから、農林水産分野での活用が期待される。

○農林水産分野のＪークレジットのプロジェクト登録件数は259件で、農業者が取り組むものは39件。
このうち、中干し期間の延長については20件。（令和６年11月現在）

Jークレジットのプロジェクト登録件数

※農業分野の39件は農業者等が実施するプロジェクト件数を集計したもの。
うち、10件が省エネ・再エネ方法論による取組、29件が農業分野の方法論に基づく取組（令和6年11月現在）

牛・豚・ブロイラーへの
アミノ酸バランス改善飼料の給餌

農

業

家畜排せつ物管理方法の変更

茶園土壌への硝化抑制剤入り化学肥料
又は石灰窒素を含む複合肥料の施肥

バイオ炭の農地施用
水稲栽培における中干し期間の延長
肉用牛へのバイパスアミノ酸の給餌
森林経営活動森

林 再造林活動

ボイラーの導入

省
エ
ネ

ヒートポンプの導入

空調設備の導入

園芸用施設における
炭酸ガス施用システムの導入
バイオマス固形燃料（木質バイオマス）
による化石燃料又は系統電力の代替

再
エ
ネ 太陽光発電設備の導入

STEP２
プロジェクト
の登録

STEP３
削減活動の
実施、記録

STEP４
モニタリング

報告書の作成、
審査、申請

STEP５
クレジット
の認証

（発行）

STEP１
プロジェクト

計画書の作成、
審査、申請

Ｊ－クレジット創出者（例）農林漁業者、食品産業事業者

Ｊ－クレジット購入者（例）温室効果ガス排出企業

【クレジット発行までの流れ】

売却

Ｊ－クレジット

資金
￥

8

うち中干し期間の延長は
20件



Ｊ－クレジット制度では、排出削減・吸収に資する対象技術ごとに、適用範囲、排出削減・吸収量の算定方法及び
モニタリング方法等を規定（これを方法論という）。

現在、Ｊ－クレジット制度全体で、72の方法論を承認。このうち、農業分野の方法論は６つ（2024年12月現在）。

農林漁業者・食品産業事業者等による活用
が想定される主な方法論

牛・豚・ブロイラーへのアミノ酸バラ
ンス改善飼料の給餌 

農
業 

家畜排せつ物管理方法の変更 

茶園土壌への硝化抑制剤入り化学肥料
又は石灰窒素を含む複合肥料の施肥 

バイオ炭の農地施用 

水稲栽培における中干し期間の延長

肉用牛へのバイパスアミノ酸の給餌

森林経営活動 森
林 再造林活動

ボイラーの導入 

省
エ
ネ 

ヒートポンプの導入 

空調設備の導入 

園芸用施設における炭酸ガス施用シス
テムの導入 

バイオマス固形燃料（木質バイオマ
ス）による化石燃料又は系統電力の代
替 

再
エ
ネ 

太陽光発電設備の導入 

農業分野の方法論

• 家畜排せつ物管理方法の変更 

家畜排せつ物の管理方法を変更すること
により、メタン(CH4)及びN2Oの排出量
を抑制

ふん
尿 N （例）貯留 （例）強制発酵

変
更

CH4、
N2O

排出を
抑制貯留槽

• 茶園土壌への硝化抑制剤入り化学肥料又は石灰窒素を含む複合肥料の施肥 
茶園に施用する窒素肥料を硝化抑制剤
入りの化学肥料又は石灰窒素を含む複
合肥料に代替することで、土壌からの
N2O排出量を抑制

硝化抑制剤入り化学肥料
又は石灰窒素を含む複合肥料

N2O
排出を
抑制

施肥

2023年11月時点

• バイオ炭の農地施用  
バイオ炭を農地に施用することで炭
素を土壌に貯留

バイオ炭

施用

鉱質土壌の農地または
採草放牧地

難分解性炭素と
して長期間貯留

• 水稲栽培における中干し期間の延長  
水稲の栽培期間中に水田の水を抜いて田面
を乾かす「中干し」の実施期間を従来よりも延
長することで、土壌からのCH4排出量を抑制 中干し期間を７日間以上延長

延
長

CH4生成菌の活性低下

CH4
排出を
抑制

• 牛・豚・ブロイラーへのアミノ酸バランス改善飼料の給餌 

家畜にアミノ酸バランス改善飼料を給餌
することにより、排せつ物管理からの一酸
化二窒素(N2O)排出量を抑制 ふん尿 N

N

N2O
排出を
抑制給餌

アミノ酸バラン
ス

改善飼料

• 肉用牛へのバイパスアミノ酸の給餌  
肉用牛に、バイパスアミノ酸を加えた飼料を給
餌することで成育を促進し、従来より肥育期
間が短縮されること等により、枝肉重量あたり
のCH4及びN2Oの排出量を抑制

給餌

ふん尿
消化管内発酵

CH4、N2O
排出を抑制

枝肉重量当たりの

バイパスアミノ酸
を加えた飼料

(令和5年11月追加)  

(令和5年４月追加)  

Ｊ－クレジット制度における農業分野の方法論
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取組者件数方法論分類
(同)北海道新エネルギー事業組合、唐津農業協同組合、 フタバ産業(株)、クボタ 大地のいぶき、
九州電力株式会社5空調設備の導入 など省エネ

(株)伊賀の里モクモク手づくりファーム、(株)タカヒコアグロビジネス、(株)デ・リーフデ北上、イオンアグリ創造(株)４バイオマス固形燃料（木質バイオ
マス）による化石燃料の代替 など再エネ

(株)エア・ウォーター農園１未利用熱の熱源利用 など省エネ・再エネ

味の素(株)、(株)Eco-Pork、デザミス(株)3牛・豚・ブロイラーへの
アミノ酸バランス改善飼料の給餌 

農業

(株)ファームノートデーリィプラットフォーム１家畜排せつ物管理方法の変更 

(一社)日本クルベジ協会、(株)TOWING、(株)未来創造部、NTTコミュニケーションズ(株)、(株)フェイガー５バイオ炭の農地施用 

クボタ 大地のいぶき、Green Carbon(株)、三菱商事(株)、(株)フェイガー、(一社)Co、NTTコミュニケーションズ(株)、
クレアトゥラ(株)、(株)バイウィル、伊藤忠食糧(株)、阪和興業(株)、フィード・ワン(株)、神山物産(株)、(株)Rev0、田
中産業(株)、(株)鈴生、日本電計(株)、グリーンアース(株)、スマート農業共同体、(株)アルプロン、新潟市

20水稲栽培における中干し期間の延
長

39合 計

○ Ｊ－クレジットのプロジェクト登録件数のうち、農業者が取り組むものは39件。
○ 農業分野の方法論に基づく取組によって、これまでに約58,400トン（CO2換算）のクレジットが認証（発行）。
農業者が取り組むプロジェクト39件の内訳 ※太字はプログラム型プロジェクト、赤字は2024年11月までにクレジットが認証されているプロジェクト

農業分野のＪ－クレジットの実績

農業分野の方法論に基づく
クレジット認証量（2024年11月現在）

クレジットが認証された農業分野の取組事例

乳牛の排せつ物（固体分）の処理方法を「貯留」から
「強制発酵」に変更することで、メタン排出量を削減

貯留 畑散布
（別途、敷料を購入）

固液分離 敷料として利用
（強制発酵）固体分

貯留 畑散布液体

（株）ファームノートデーリィプラットフォーム
クレジット認証量：149t-CO2

（一社）クルベジ協会
家畜排せつ物管理方法の変更 バイオ炭の農地施用

クレジット認証量：984t-CO2

（株）TOWING クレジット認証量：49t-CO2

大気中のCO2由来の炭素を分解されにくいバイオ炭として農地に貯留

全国の農業者によるバイオ炭の農地施用をとりまとめ、2022年に「バイオ
炭の農地施用」に取り組んだ第1号案件としてクレジット認証。

地域の未利用バイオマス（もみ殻や畜糞、樹皮など）を炭化したバイオ炭
に、独自にスクリーニングした土壌微生物を添加した高機能バイオ炭「宙
炭（そらたん）」を活用し、Jクレジットを創出。

未利用の
バイオマス

施用

鉱質土壌の農地
または採草放牧地バイオ炭

炭化

クレジット認証量
（累計）

方法論

42,235t-CO2省エネ・再エネ

149t-CO2家畜排せつ物管理
方法の変更 

1,033t-CO2バイオ炭の農地施用 

14,996t-CO2水稲栽培における中
干し期間の延長

58,413t-CO2合 計 10



○ 水稲栽培における「中干し」の実施期間を従来よりも延長することで、土壌からのメタン発生量を削減。
○ 令和５年度には、23道府県の水田（約4,600ha）における取組に基づき、14,996トン（CO2換算）のクレジットが

認証（発行）。

「水稲栽培における中干し期間の延長」の取組概要

北陸
約450ha 約2,000ha

東北

約300ha
関東

九州・沖縄
約0.3ha

約200ha
東海

約1,100ha
北海道

近畿
約300ha

中国・四国
約250ha

全国
約4,600ha

※令和５年度にクレジットが発行された中干し期間延長の取組面積
※運営・管理者への聞き取りを基に農林水産省作成

全国の取組状況（面積）

「水稲栽培における中干し期間の延長」の取組の広がり
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会員
(農業生産者・団体)

プログラム型
運営・管理者

クレジット
購入者

販売益の還元 モニタリング
データ等

クレジット

販売代金

中干しの期間を従来より７日間以上延長
することで、水を張った状態で活発に働
くメタン生成菌の働きを抑え、メタン発
生量を3割削減。

登録されているプロジェクトは、全て、複数の削減活動を取り
まとめ、一括でクレジットを発行する「プログラム型」。

利用されるシステム・アプリ（例）

営農支援アプリ

「アグリノート」

水管理システム
WATARAS

（ワタラス）

営農支援システム
KSAS

（クボタスマート
アグリシステム）

農業向けITセンサー
MIHARAS®

（ミハラス）



農産物の環境負荷低減の取組の「見える化」

生物多様性保全への配慮
※米に限る

★ ：取組の得点１点
★★ ： 〃 ２点
★★★： 〃 ３点以上

＜取組一覧＞

２点
化学農薬・化学肥料の

不使用

1点

化学農薬・化学肥料の

低減

（５割以上10割未満）

1点冬期湛水

1点中干し延期または中止

1点江の設置等

1点魚類の保護

1点畦畔管理

店舗への印象

95％が
良い印象

N=297

56%34%

5%

良い

どちらでもない
やや良い

非常に
良い

消費者へのわかりやすい表示
【令和４年度・令和５年度 実証より】

詳しくは
農林水産省HPへ

※括弧書きがないものは全て露地のみ

○ みどりの食料システム戦略に基づき、消費者の選択に資する環境負荷低減の取組の「見える化」を進めます。

○ 化学肥料・化学農薬や化石燃料の使用量、バイオ炭の施用量、水田の水管理などの栽培情報を用い、定量的に温室効果ガスの排出と吸収を
算定し、削減への貢献の度合いに応じ星の数で分かりやすく表示します。

○ 米については、生物多様性保全の取組の得点に応じて評価し、温室効果ガスの削減貢献と合わせて等級表示できます。

○ 農産物等にラベル表示するための基本的な考え方と、算定・表示の手順を整理したガイドラインを策定し、令和６年３月に
「見える化」の本格運用を開始しました。 （登録番号付与659件、販売店舗等968か所 令和７年１月末時点）

○ 生産者・事業者に対する算定支援や販売資材の提供を引き続き実施するとともに、「見える化」した農産物が優先的に選択
されるよう、各種調達基準への位置づけや消費者の購買意欲を高めるための民間ポイントとの連携を検討します。

温室効果ガス削減への貢献

地域の標準的栽培方法
での排出量（品目別）

対象生産者の栽培方法
での排出量（品目別）

排出（農薬、肥料、燃料等）
ー吸収（バイオ炭等）

栽培情報を用い、生産時の温室効果ガス排出量を試算し、地域の慣行栽培
と比較した削減貢献率を算定。

１００％ ー = 削減貢献率（％）
★ ：削減貢献率５％以上
★★ ： 〃 10%以上
★★★： 〃 20%以上

令和６年３月からの本格運用以降、

登録番号付与659件
販売店舗等968か所

（令和７年１月末時点）

取組者からは、

・既存の栽培データで簡単に算定が
できた
・ラベルを付けたことで売上が伸びた

との声。

対象品目：23品目
米、トマト(露地・施設) 、キュウリ(露地・施設) 、なす(露地・施設) 、ほうれん草、白ねぎ、玉ねぎ、
白菜、キャベツ、レタス、大根、にんじん、アスパラガス、ミニトマト(施設)、いちご(施設)、リンゴ、
温州みかん(露地・施設) 、ぶどう(露地・施設) 、日本なし、もも、ばれいしょ、かんしょ、茶
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みえるらべるの広がり
○ 全国各地の小売店等において、みえるらべるを表示した農産物等の販売が広がっている。

さとふる（Webサイト）: ふるさと納税

・令和6年12月より、米・野菜等の
「見える化」農産物の返礼品を紹
介する特集ページを公開。

・特集ページには、みえるらべるや「見
える化」の取組の説明を掲載。

道北アークス（北海道） : スーパー

・環境に配慮して栽培した白
ねぎ、玉ねぎで「見える化」に
取り組み、販売。

イオン東北（岩手） : スーパー

・化学農薬の使用を最小限
に栽培されたミニトマト、か
んしょを販売。

マイヤ（岩手、宮城） : スーパー

・化学肥料不使用で栽培されたかんしょ、
ばれいしょ、白ねぎ、大根を販売。

グリーンコープ生協（九州、広島、山口）: 宅配

・化学肥料不使用で栽培された白ねぎを販売。

エレナ（長崎、佐賀） : スーパー

・意欲ある地域の若手農業者が
「見える化」に取り組む。

・緑肥の投入など環境に配慮して
栽培されたキャベツ、にんじんを
使用した千切りキャベツ、ミックス
サラダを販売。

ドン・キホーテ（沖縄）: ディスカウントストア

・化学農薬・化学肥料不使用で
栽培されたきゅうりを販売。

イオン北海道（北海道） : スーパー

・北海道内のイオン全店舗において、
化学農薬・化学肥料を減らし、緑
肥を投入して栽培された玉ねぎを
販売。

マックスバリュ（北海道、岩手、愛知、沖縄） : スーパー

・北海道の店舗で玉ねぎ、岩手県
の店舗でミニトマト、かんしょ、
愛知県の店舗でなす、沖縄県の
店舗できゅうりを販売。
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神明（全国）: 米穀卸売

・化学農薬・化学肥料の使用
低減や生物多様性保全に
取り組む、JAみやぎ登米、
JAたじまの米を全国のイオン
等で販売。

秋田県立増田高等学校
（秋田）: 学校

・生徒が環境に配慮して育てた
米でGHG削減貢献・生物多様
性保全の両方で星３つを取得。

・校内や地域イベントのほか、令
和6年11月に東京・大丸の催
事において生徒自らが対面販
売。



機密性○情報 ○○限り

東北の「見える化」取組事例

(有)米道ふたつい（秋田県能代市）

自社で生産した米（めぐりん米）で「みえるらべる」を取得
しています。地元の直売所（道の駅）では、めぐりん米にラベ
ルを貼付して販売しています。
めぐりん米は、町民が分別した生ごみなどから製造される液

肥を使って生産しています。

（有）山藤運輸（宮城県南三陸町）

秋田県の特別栽培農産物認証を取得し、減農薬・減化学肥
料栽培、長期中干し、ペレット化した米糠を稲刈後のほ場に
散布するなど、環境に配慮した栽培により「見える化」に取
り組んでいます。自社ブランド米（米道米）を生産して販売
するとともに、首都圏のおむすび屋さんで利用されています。

JAみやぎ登米（宮城県登米市）、株式会社神明

平成15年から環境保全米（宮城県認証特別栽培米）に取り組んでいるJAみやぎ登米の「ひとめぼれ」は、令和5年産米から「温室
効果ガス削減」貢献率20パーセント以上の星3つ、「生物多様性保全」の観点から星2つを取得しています。販売者である株式会社神
明は、令和6年産の新米の販売に合わせ「みえるらべる」を表示して販売していることを令和6年10月23日に公表しました。この商
品は「みえるらべる」が精米の包材自体に表示（印刷）されており、SDGs面からも画期的な取組となっています。
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計画認定により受けられるメリット措置

日本政策金融公庫から長期低利の融資を受けられます。

設備投資の際、税制上の優遇措置が受けられます。

管内の認定案件については裏面へ

スマート農業技術を活用して生産性向上に取り組む

農業者等への新たな支援制度がスタートしました！

（令和７年２月）

●償還期限を25年以内とする等、大規模投資にも対応

●据置期間を５年以内とし、事業者の初期償還負担を軽減

●貸付金の使途に長期運転資金も設定

●機械等の取得等をした場合に、特別償却を適用

●特別償却により、導入当初の税負担を軽減

スマート農業技術の活用に取り組むみなさまへ
農林水産省東北農政局

お問合せ先

東北農政局生産部環境・技術課（木村・佐藤・新井）
電話:022-221-6193（8:30～17:30 土日・祝除く）

補助事業における優遇措置が受けられます。

●令和6年度補正予算及び令和7年度当初予算において、各種

事業で審査にあたってのポイント加算をはじめとする優先採

択等の優遇措置を設けることを予定

生産方式革新実施計画の作成に当たっては、地方農政局等が
伴走支援しますので、下記までお気軽にご相談下さい。

スマート農業技術活用促進法※
※農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律

「生産方式革新実施計画」の認定を受けることで
さまざまなメリット措置が受けられます。



詳しい内容については、農水省HPをご覧ください。
お問い合わせは、お近くの地方農政局等へご連絡ください。

<認定者> 株式会社おしの農場
山形県_天童市

スマート農業技術活用促進法 認定事業者の概要

＜生産方式革新実施計画の概要＞
水稲・大豆の栽培において、栽培管理システムから得られたデータ（地
力・収量等）を他の生産者とシステムサービス事業者に共有し、生育状況
等のデータ分析を行う。
翌年度以降の施肥計画等にデータ分析結果を活用し、ドローンによる可
変施肥等で、地力ムラを無くし、生産性の向上につなげる。

KSASでほ場や作業の進捗状況を把握し、次代
の役職員の有益な経営管理の指標として活用

ザルビオ（xarvio）フィールドマネージャーの
地力データや生育データを基に可変施肥やド
ローン散布を実施し、作業の効率化とコスト
の削減を実現

＜生産方式革新実施計画の概要＞
水稲の栽培において、栽培管理システムから得られたデータ（地力・収量
等）を他の生産者とシステムサービス事業者に共有し、生育状況等のデー
タ分析を行う。
データ分析用の栽培データを集めやすくするため、GPSレベラー等を使用し、
区画拡大に取り組んでいく。

アグリノートを用いて営農情報を管理 ザルビオ（xarvio）フィールドマ
ネージャーを可変施肥等で活用

2025年１月15日認定
全国第1弾！

<認定者> 株式会社山正
山形県_天童市

2025年１月15日認定
全国第1弾！


